
1　災害に関連した支援金・貸付制度等

 （１）被災された方へ

○生活資金や住宅の応急処理に係る貸付

対象となる方 問い合わせ先

　災害により
　　・療養１ヶ月以上の負傷を受けた世帯主
　　・家財の価格の1/3以上の損害又は住居
　　　の半壊以上の被害を被った世帯主

　　※所得制限あり

県厚政課
(083-933-2716)

対象となる方 問い合わせ先

①　住宅が「全壊」した世帯

②　住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が
     生じ、その住宅をやむを得ず解体した
     世帯

③　災害による危険な状態が継続し、住宅に
     居住不能な状態が長期間継続している
  　 世帯

④　住宅が半壊し、大規模な補修を行わなけ
   　れば居住することが困難な世帯
   　（大規模半壊世帯）

⑤　住宅が半壊し、相当規模の補修を行わ
　　 なければ居住することが困難な世帯
　　（中規模半壊世帯）

県厚政課
(083-933-2724)

○就学のための給与

対象となる方 問い合わせ先

住家の全焼、全壊、流出、半焼、半壊以上及
び床上浸水により、学用品を喪失又は損傷
し、就学上支障のある、高等学校生徒（高等
学校、中等教育学校の後期課程、特別支援
学校の高等部、高等専門学校、専修学校及
び各種学校の生徒又は学生）

学校運営・施設整備室

（083-933-4523）

住家の全焼、全壊、流出、半焼、半壊以上及
び床上浸水により、学用品を喪失又は損傷
し、就学上支障のある小学校児童（特別支援
学校の小学部児童含む。）、中学校生徒（中
等教育学校の前期課程の生徒及び特別支
援学校の中学部生徒含む。）

各市町教育委員会学用品の給与

被 災 者 支 援 の た め の 主 な 制 度

（災害救助法が適用された場合等）

災害援護資金

制度・資金名 支援の内容

　被害の程度により
　150万円から350万円まで
　
　［償還期限］１０年

教科書、教材、文具、通学用品の給付を
受けることができる場合あり

○住宅が全壊等の被害を受けられた方に対する支援金の支給

学用品の給与
教科書、教材、文具、通学用品の給付を
受けることができる場合あり

制度・資金名 支援の内容

制度・資金名 支援の内容

被災者生活再建支援
金

　支援額は以下の２つの支援金の合計額

　１　基礎支援金（住宅の被害程度）
　　ア　全壊、解体、長期避難　100万円
　　イ　大規模半壊　　　　　　　　 50万円

　２　加算支援金（住宅の再建方法）
　　ア　建設、購入　　　　　　　　200万円
　　　　　　　　　　　（中規模半壊100万円）
　　イ　補修　　　　　　　　　　　　100万円
　　　　　　　　　　　（中規模半壊　50万円）
　　ウ　賃貸（公営住宅以外）　　50万円
　　　　　　　　　　　（中規模半壊　25万円）

　※１人世帯の場合は、各該当欄の金額
　　 の3/4の額
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 （2）事業者の方へ
○中小企業者の方へ

対象となる方 問い合わせ先

中小企業制度融資

国が指定した地域で事業を行っている者で、
災害により売上高等が減少した中小企業者
※減少数値要件あり

県経営金融課
(083-933-3188)

激甚災害の被害を受けた中小企業者
県経営金融課
(083-933-3188)

経営安定資金
（災害関連保証制
度）

　事業設備の復旧等に必要な額の融資
　(融資上限額8,000万円)
　※信用保証協会による一般保証とは別
枠

制度・資金名 支援の内容

経営安定資金
（セーフティネット保
証４号）

　事業設備の復旧等に必要な額の融資
　(融資上限額8,000万円)
　※信用保証協会による一般保証とは別
枠
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